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別記様式第７号

新 規 事 業 箇 所 調 書

調書作成年月日 平成２０年 ２月１２日

事 業 担 当 課 森林整備課

予防治山事業（上大沢） 補助 宮城県事 業 名 補助・単独の別 事業主体
かみおおさわ

亘理郡山元町浅生原字上大沢 地内 宮城県施行地名 管理主体
わたりぐんやまもとちょうあそうはらあざかみおおさわ

森林・林業基本法，森林法根拠法令

平成１８年９月２６～２７日にかけての大雨により，渓流の渓岸・渓床が洗掘事業目的
されたほか，併走する林道の一部が洗掘されたことにより，下流域に土石が流出
したため，治山施設を整備し，土石流等の被害防止を図る。

渓間工：治山ダム工 ６基事業内容
事

事 業 費

業
全 体 事 業 費 費 用 負 担 内 訳

国 県 市町村 その他
( )

内用地費 [ ] [ ] [ ] [ ]の 50 % 50 % % %

億円 億円 億円 億円 億円 億円0.65 0.325 0.325

概
＊事業採択年度：平成２０年度事業期間

事 業 期 間 平成２０年度～平成２２年度（ ３年間）要

用地買収着手予定年度 平成 －年度 工事着手予定年度 平成２０年度

森林法第４５条第１項の規定により，所有権の有無にかかわらずその施施設管理の予定
設を設置した県が維持管理を行う。

上位計画等

・ 国は 「森林・林業基本計画 「全国森林計画」及び「森林整備保全事業計画」に基づ事 ， 」，
き，計画的に事業を推進している。業
・ 県は 「地域森林計画 「森林整備保全計画方針」に基づき，整備を行っている。の ， 」，

必
事業を巡る社会経済情勢等要

性
○社会経済情勢
＊災害発生時の影響
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・保全対象：人家３３戸，林道６４５ｍ，農地１２ｈａ
＊過去の災害実績等事
・ 平成１８年９月２６～２７日にかけての大雨で，林道の盛土洗掘，農地への土石業
の流出。の
・ 昭和４０年度に大雨で土石の流出があり，復旧のため治山ダム１基を設置。必

○地元情勢、地元の意見要
・ 維持管理の協力体制：山地防災ヘルパーや森林保全協力員の巡視性
・ 保安林の指定の有無：土砂流出の防備（平成２０年指定）
・ 山地災害危険地区域の指定の有無：崩壊土砂流出危険地区

事業効果事
業

○想定される事業効果の
治山ダムの設置により，渓流に堆積していた不安定土砂の移動を防止し，山腹崩壊地有

の復旧が図られ，山地に起因する災害から下流域の住民の生命・財産が保全される。効
性

関連事業の概要・進捗状況等

林道の施設災害復旧は，平成１９年度林道施設災害復旧事業により完了している。

代替案との比較検討

過去に設置した治山ダムは，その機能を効果的に発揮しており，今回の施設の設置によ
り，更に，その機能を補完するものでるため，本案を採用している。事

コスト縮減計画
業

特になし

費用対効果の

根拠マニュアル：林野公共事業における事前評価の手引き （平成１９年版）
社会的割引率： ４ ％効
便益算定期間： ５０ 年
基 準 年：平成２０年

率

性
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費 建設費 ６２３８６千円,

用 維持管理費 －

項 総費用 －

目 現在価値（Ｃ） ６２３８６千円,

便 水源かん養便益 １７７２７４千円,

益 山地保全便益 １４８５７０千円,

項

目 総便益 ３２５８４４千円,

現在価値（Ｂ） ３２５８４４千円,

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ５２２.

地域指定状況等
環

特になし境
へ
の
影
影響と対策響

と
環境影響評価条例等に係る行為ではないが，環境に配慮して工事を進める。対

策

事業箇所評価結果

総
評価結果と予算への反映状況が異なる場合の理由評点による順位 予算化された箇所数
（低順位にもかかわらず予算化された理由）

合
（新規事業箇所）予防治山事業

４位／４ ４ 箇所評

対応方針価

事業実施



予防治山事業位置図
施行地名：亘理郡山元町浅生原字上大沢地内（上大沢）

縮尺１：５０，０００

全体計画対象区域

縮尺１：１０，０００

第６号谷止工（H20施工）
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予防治山事業概要図
施行地名：亘理郡山元町浅生原字上大沢地内（上大沢）

第６号谷止工
L=２３．０ｍ　H=６．５ｍ

第６号谷止工
H=6.5m
L=23.0m

計画　９．０％

１０－５



予防治山事業施工状況等
施行地名：亘理郡山元町浅生原字上大沢地内（上大沢）

○上大沢 被災写真

林道路面洗掘状況
　（平成１８年9月２６～２７日被災）

渓流荒廃状況

谷止工計画位置
（第６号谷止工）

１０－６




